
東日本大震災の経験と教訓を持つ日本は、
防災・減災への対処については、世界で最
も多くのことを学んでいると思います。本
章では、IT・エレクトロニクスの技術を活
用した防災・減災の推進の必要性について
お話します。

1.行政情報の喪失に加え被災地が孤立

東日本大震災では、行政情報が喪失したこ
とに加え、被災地が孤立してしまいました。
その教訓を踏まえ、遠隔地においても情報が
共同で管理できるシステム、いわゆる自治体
クラウドの導入を推進していく必要がありま
す。総務省によると、全国の1,719市町村の
うち、基幹系システムの共同利用の取組を
行っているところは182市町村と普及率は約
1割の状況です（平成24年2月現在）。
また、被災地が孤立しないようにするため

に、指定避難場所等へインターネット環境を
整備するとともに非常用電源システムの導入
を推進する必要があります。東北地方整備局
災害対策本部では、通信手段が破壊された被
災地への物資補給に関するニーズについて、
情報提供のための掲示板を開き、各市町村か
らの要望を掲載することにより、救援物資を
呼びかけていました。
加えて、行政機関が保有する道路交通情報

（交通規制、渋滞情報、路上工事情報、道路
防災情報）と、民間事業者が収集している実
際に自動車が走行した位置や車速などの情報
（プローブ情報）を組み合わせ、提供するこ
とにより、安全・円滑な避難、輸送等を可能
にすることができると考えます。
実際に、当時は民間事業者によりカーナビ
ユーザから収集したプローブ情報を公開する
ことにより、物資輸送や支援活動に大きく貢
献しました。

2.通信インフラの被災により通信手段が喪失

現在、装備率が約3割（平成24年3月末、出
所：総務省電波利用ホームページ市町村防災
無線等整備状況）のデジタル防災無線システ
ムを拡充していくことが大事です。デジタル
化により、画像や文字情報が送受信できるこ
とに加え、従来のアナログ方式と比べると通

信量は約4倍（チャンネル数）になります。
また、中央防災無線網における衛星通信回
線の IP（インターネットプロトコル）化を進
めていくこも大事です。IP 化により、既存の
地上の IP 網との接続も容易となることに加
え、あらゆるデバイスへの情報配信も可能に
なると考えます。
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3.医療機関の被災により医療提供体制に支障が発生

医療機関が被災したことにより、医療提供
体制にも支障が発生しました。このことに対
しましては、地域中核病院と仮説診療所や避
難所・集会所等との IT 連携により、遠隔医療

体制を整備していくことが必要です。医療現
場で求められる高レベルの画像処理技術や、
過去の診療・投薬データの活用により、避難
先でも適切な医療を受けられるようにしてい
くことが大事です。

IT・エレクトロニクス業界は、安全・安心
で豊かな暮らしの実現に向けて、引き続き弛
まぬ努力を続けてまいります。

　以上
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出所：総務省「大規模災害等緊急事態における 通信確保の在り方について」
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